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医療法第６条の15
第６条の１５

厚生労働大臣は、医療事故調査を行うこと及び医療事故が発生した病院等の管
理者が行う医療事故調査への支援を行うことにより医療の安全の確保に資するこ
とを目的とする一般社団法人又は一般財団法人であつて、次条に規定する業務を
適切かつ確実に行うことができると認められるものを、その申請により、医療事
故調査・支援センターとして指定することができる。

２ 厚生労働大臣は、前項の規定による指定をしたときは、当該医療事故調査・支援
センターの名称、住所及び事務所の所在地を公示しなければならない。

３ 医療事故調査・支援センターは、その名称、住所又は事務所の所在地を変更しよ
うとするときは、あらかじめ、その旨を厚生労働大臣に届け出なければならな
い。

４ 厚生労働大臣は、前項の規定による届出があつたときは、当該届出に係る事項を
公示しなければならない。

厚生労働省は、適切かつ確実に業務を行うことが出来る民間団体を
センターとして指定することとしています。

センター業務の要件が定まった後、指定法人の申請受付を行いますので、
現時点でセンターがどこになるのかは定まっていません。

49
医療法第６条の16

第６条の１６
医療事故調査・支援センターは、次に掲げる業務を行うものとする。

一 第六条の十一第四項の規定による報告により収集した情報の整理及び分析を行
うこと。

二 第六条の十一第四項の規定による報告をした病院等の管理者に対し、前号の情
報の整理及び分析の結果の報告を行うこと。

三 次条第一項の調査を行うとともに、その結果を同項の管理者及び遺族に報告す
ること。

センターは、医療事故調査結果を再発防止のために整理・分析し、
医療機関へ報告します。

センターは、医療機関から「医療事故」として報告された事案に関し、
遺族又は医療機関からの依頼があれば調査を行うことができます。
センターは、調査結果を遺族及び医療機関へ結果を報告します。
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医療法第６条の16

第６条の１６

四 医療事故調査に従事する者に対し医療事故調査に係る知識及び技能に関する研修

を行うこと。

五 医療事故調査の実施に関する相談に応じ、必要な情報の提供及び支援を行うこ

と。

六 医療事故の再発の防止に関する普及啓発を行うこと。

センターは、医療機関が調査を円滑に実施できるよう、

 医療機関従事者に対する研修を行います。
 調査を行う医療機関からの相談を受け、必要な情報提供をします。
 再発防止に関する知見を基に、普及啓発を行います。

51 医療法第６条の17
第６条の１７

医療事故調査・支援センターは、医療事故が発生した病院等の管理者又は遺族から、
当該医療事故について調査の依頼があつたときは、必要な調査を行うことができる。
２ 医療事故調査・支援センターは、前項の調査について必要があると認めるときは、同

項の管理者に対し、文書若しくは口頭による説明を求め、又は資料の提出その他必要な
協力を求めることができる。

３ 第一項の管理者は、医療事故調査・支援センターから前項の規定による求めがあつた
ときは、これを拒んではならない。

４ 医療事故調査・支援センターは、第一項の管理者が第二項の規定による求めを拒んだ
ときは、その旨を公表することができる。

５ 医療事故調査・支援センターは、第一項の調査を終了したときは、その調査の結果を
同項の管理者及び遺族に報告しなければならない。

センターは、医療機関から「医療事故」として報告された事案に関し、
遺族又は医療機関からの依頼があれば調査を行うことができます。

 院内調査が終了後であれば、主に結果の医学的検証を行います。
 院内調査が未了であれば、医療機関と連携し、事実確認を行います。
 調査終了後、センターは調査結果を医療機関とご遺族へ報告します。
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附則第２条
第１条 （略）
第２条 （略）
２ 政府は、第四条の規定（前条第五号に掲げる改正規定に限る。） による改正後

の医療法（以下「第五号新医療法」という。）第六条の十一第一項に規定する医
療事故調査（以下この項において「医療事故調査」という。）の実施状況等を勘
案し、医師法（昭和二十三年法律第二百一号）第二十一条の規定による届出及び
第五号新医療法第六条の十五第一項の医療事故調査・支援センター（以下この項
において「医療事故調査・支援センター」という。）への第五号新医療法第六条
の十第一項の規定による医療事故の報告、医療事故調査及び医療事故調査・支援
センターの在り方を見直すこと等について検討を加え、その結果に基づき、この
法律の公布後二年以内に法制上の措置その他の必要な措置を講ずるものとする。

公布後2年以内に行う見直し規定

 医師法第21条の届出と本制度の届出のあり方
 医療事故調査のあり方
 医療事故調査・支援センターのあり方
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医療介護総合確保推進法案に対する附帯決議
一、（略）

二、医療法の一部改正について

１ （略）

２ 医療事故調査制度について

ア 調査制度の対象となる医療事故が、地域及び医療機関毎に恣意的に解釈され

ないよう、モデル事業で明らかとなった課題を踏まえ、ガイドラインの適切な

策定等を行うこと。

イ 院内事故調査及び医療事故調査・支援センターの調査に大きな役割を果たす

医療事故調査等支援団体については、地域間における事故調査の内容及び質の

格差が生じないようにする観点からも、中立性・専門性が確保される仕組みの

検討を行うこと。また、事故調査が中立性、透明性及び公正性を確保しつつ、

迅速かつ適正に行われるよう努めること。

ウ 医療事故調査制度の運営に要する費用については、本制度が我が国の医療の

質と安全性の向上に資するものであることを踏まえ、公的費用補助等も含めそ

の確保を図るとともに、遺族からの依頼による医療事故調査・支援センターの

調査費用の負担については、遺族による申請を妨げることにならないよう最大

限の配慮を行うこと。

54
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医療事故調査制度施行に向けた今後の予定

検討会での審議の進め方（案） その他のスケジュール

第1回 11月14日（金）
・検討会での審議内容等について

第2回 11月下旬（予定）

以降、月1～2回程度開催を予定

平成27年2月を目途にとりまとめ予定

平成27年4月以降
・省令・告示・通知事項について指針策定・公表

第1回厚労科学研究班会議 7月16日

以後、随時開催

平成27年3月
・行政手続き法に基づくパブリックコメントの実施

省令の公布

平成27年4月以降
・第三者機関の申請受付開始
・第三者機関の大臣指定

平成27年10月 施行
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１．目的

地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律（平成二十六年第八十三号）により医療法が改正され、新た
な医療事故調査制度が平成二十七年十月一日より施行されることとされている。
厚生労働省は、制度の施行に向けて、厚生労働省令、厚生労働大臣告示、通知などを策定することとしており、これらの検討に当たって関係者の意見を

聴取し反映させることを目的に、医政局長の私的諮問機関として本検討会を開催する。

２．検討項目
○ 医療事故の報告等に関する事項
○ 医療事故調査に関する事項
○ 医療事故調査・支援センターに関する事項
○ その他の事項

３．構成員（ ○座長、五十音順（敬称略） ）

有賀 徹 全国医学部長病院長会議「大学病院の医療事故対策委員会」委員長
今村 定臣 公益社団法人日本医師会常任理事
大磯 義一郎 浜松医科大学医学部教授
小田原 良治 一般社団法人日本医療法人協会常務理事
葛西 圭子 公益社団法人日本助産師会専務理事
加藤 良夫 南山大学大学院法務研究科教授・弁護士
河野 龍太郎 自治医科大学メディカルシミュレーションセンター センター長
堺 常雄 一般社団法人日本病院会会長
鈴木 雄介 鈴木・村岡法律事務所弁護士・医師
瀬古口 精良 公益社団法人日本歯科医師会常務理事
髙宮 眞樹 公益社団法人日本精神科病院協会常務理事
田邉 昇 中村・平井・田邉法律事務所弁護士
土屋 文人 公益社団法人日本薬剤師会相談役
豊田 郁子 新葛飾病院医療安全対策室セーフティーマネージャー
永井 裕之 患者の視点で医療安全を考える連絡協議会代表
西澤 寛俊 公益社団法人全日本病院協会会長
福井 トシ子 公益社団法人日本看護協会常任理事
松原 謙二 公益社団法人日本医師会副会長
宮澤 潤 宮澤潤法律事務所弁護士
柳原 三佳 ノンフィクション作家

○山本 和彦 一橋大学大学院法学研究科教授
山本 隆司 東京大学大学院法学政治学研究科教授
米村 滋人 東京大学大学院法学政治学研究科准教授
和田 仁孝 早稲田大学法科大学院教授

医療事故調査制度の施行に係る検討会 56

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000061201.html
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終 わ り に

○ 医療の安全対策は、医療者・患者双方の
ご理解とご協力が必要です。

○ 医療の安心と安全が見える、そして、
実行性ある体制を関係者の皆様と一緒に
進めていきたいと思います。
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２ 第 38 回日本血液事業学会総会 
 
 

○平成 26 年 10 月 29～31 日、広島国際会議場にて開催された。 
○血液製剤の廃棄及び在宅輸血に関する、一般演題 2 題の発表につ

いて掲載した。 
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第 38 回日本血液事業学会総会一般演題(口演) 

山形県における在宅輸血の現状と課題 

 

山形県赤十字血液センター 黒田優  

 
 

山形県合同輸血療法委員会では、平成25年度より厚生労働省が行っている 血
液製剤使用適正化方策調査研究事業として、在宅輸血に関する研究を行ってい

ます。 その状況について簡単に説明します。（スライド①） 
 
平成25年に山形県内の在宅輸血の現状を把握するため、医師会の協力のもと、

山形県の各施設に対して「在宅輸血に関するアンケート調査」を実施しました。 
調査対象は、在宅医療を行っている山形県内の医療機関 431 施設、介護老人保

健施設 46 施設、訪問看護ステーション 49 施設、平成 24 年に輸血用血液製剤の

供給実績がある一般病床数 100 床以下の医療機関 40 施設に対して、在宅輸血に

関するアンケート調査を実施しました。調査機関は平成 25 年 9 月 15 日～10 月

30 日です。（スライド②） 
 
回収率は、在宅医療機関が 431 施設中 229 施設で 53.1%、介護老人保健施設

が 46 施設中 29 施設で 63.0%、訪問看護ステーションが 49 施設中 35 施設で

71.4%、平成 24 年供給実績がある 100 床以下の医療機関が 40 施設中 24 施設で

60.0%でした。 また、在宅輸血を行ったとの回答をした施設に対して、個別に

聞き取り調査を行いました。（スライド③） 
 
アンケートの対象とした 4 群においては、在宅輸血に対して共通の質問事項

を設けました。「在宅で輸血を行ったことがありますか？」といった質問におい

ては、在宅医療実施医療機関 229 施設から回答があり、そのうちの 4.8%にあた

る、11 施設が「在宅で輸血を行ったことがある」と答えています。又、訪問看

護ステーションについては 35 施設中 11.4%にあたる 4 施設が「在宅で輸血を行

ったことがある」と答えています。（スライド④） 
 
在宅医療を行った際、輸血の必要を感じたことはありますか？との質問にお

いては、在宅医療実施医療機関で回答があった 226 施設中の約 3 割にあたる 66
施設で「輸血の必要を感じたことがある。」と答えています。 同様に、訪問看

護ステーションでも 35 施設中の約 3 割にあたる 11 施設で「輸血の必要を感じ

たことがある。」と答えています。（スライド⑤） 
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在宅患者に、輸血の必要があった場合どのような方法で輸血を行いますか？

との問いに対しては、回答数 300 の約 80%の 240 施設で、他の医療機関に移し

て輸血を行う。との回答を得ました。3%にあたる 9 施設で、利用者のいる自宅

で輸血を行うと答えがあり 8.7%の 26 施設で患者の意向を聞いたうえで、輸血

を行う場所を考えるとの回答を得ています。 これらのことから、在宅医療を実

施する施設で、輸血の必要性があった場合 約 10%の施設で在宅輸血を視野に入

れていると予想されました。（スライド⑥） 
 
アンケートに回答を頂いた、在宅医療を実施している施設の 90％が一般診療

所であり、そのうちの約 30％の施設で「輸血の必要を感じた経験がある」と答

え、そのうちの約 90%の施設が病院で輸血を実施する方向で考え、約 10%の施

設が「在宅輸血を視野に入れる」という回答が得られました。（スライド⑦） 
 
在宅輸血を行った 20 施設の在宅輸血の実施時期を現したグラフです。聞き取

り調査によって、10 年以上前に行った群の多くが、「ガイドラインや使用指針が

明確化される中で、在宅輸血の実施をあきらめた」という意見が多くありまし

た。（スライド⑧） 
 
過去 3 年間に在宅輸血を行ったことがあると答えた施設の、輸血実施状況の

詳細です。 診療所で 4 施設、うち 2 施設は訪問看護ステーションの利用があり

ます。輸血検査では、輸血場所は外部委託が主で、1 施設においては不規則抗体

の検査と血液型の検査だけを行って交差試験を行っていない施設も見られまし

た。 製剤の保管機器の保有状況においては、3 施設で「なし」と回答があり、1
施設で家庭用冷凍冷蔵庫の使用でした。輸血中の患者観察においては、3 施設で、

輸血開始から輸血終了までの継続的な患者観察が行われていない状況でした。 
（スライド⑨） 
 
これらの調査結果から、在宅輸血における課題を大きく分けると 3 つの課題が

あることが分かりました。一つは、輸血検査です。山形県内では、交差適合試

験の外部受けている施設が市の医師会で 1 箇所及び民間の業者が山形市内の 1
施設しかないことから交差適合試験の実施を外部委託することが難しい現状が

あります。二つ目に、製剤保管です。基本的に保管機器がありません。あった

としても家庭用冷蔵庫でした。三つ目に、輸血中の患者の観察です。緊急時に

何かあった場合、対応が不十分であることが伺えます。（スライド⑩） 
 
在宅輸血を考える上で、現状では在宅輸血の方法が、各医師の判断に委ねら
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れていることから、山形県合同輸血療法委員会では、平成 26 年度の血液製剤使

用適正化方策調査研究事業として「在宅輸血のガイドライン素案」を作成する

予定です。（スライド⑪） 
 
まとめです。山形県内のアンケート調査において、一般診療所のみならず、

訪問看護ステーションを交えた在宅輸血の実施がみられた。在宅輸血における

課題を大別すると、輸血検査、製剤保管、輸血中の患者観察がある。 山形県合

同輸血療法委員会では、在宅輸血に対するアプローチとして、「在宅輸血ガイド

ライン素案」を作成する予定です。（スライド⑫）  
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山形県における在宅輸血の
現状と課題

第38回日本血液事業学会総会
平成26年10月31日（金）

山形県赤十字血液センター1)

山形県医師会2) 山形県立中央病院3)

○黒田優1) 佐藤千恵1) 佐藤勇人1)

清水博1) 大内清則2) 大本英次郎3)

①
アンケートの調査対象と種類

【調査対象】

①在宅医療を行っている山形県内の医療機関：431施設

（歯科、神経精神科、皮膚科、耳鼻咽喉科を除く）

②介護老人保健施設 ：46施設

③訪問看護ステーション：49施設

④平成24年に輸血用血液製剤の供給実績がある一般病
床数100床以下の医療機関 ：40施設

合計：566施設

【調査期間】

平成25年9月15日～10月30日

②

アンケートの調査対象と種類

【回収率】

①在宅医療機関 53.1% (431施設中229施設)
②介護老人保健施設 63.0% (46施設中29施設)
③訪問看護ステーション 71.4 % (49施設中35施設)
④Ｈ24年供給実績あり100床以下 60.0% (40施設中24施設)

【調査内容】

○輸血実施状況、在宅輸血実施状況、在宅輸血に関する意識

○在宅輸血を行った施設に対して、個別に聞き取り調査を行った。

③
在宅で輸血を行ったことがありますか？

1 行ったことがある

2 行ったことはない

回答施設数：309施設

17施設
5.5%

292施設
94.5%

回答数 １回答数 １回答率

①在宅医療実施医療機関 229 11 4.8 %
②介護老人保健施設 23 1 3.6 %
③訪問看護ステーション 35 4 11.4 %
④H24年供給実績あり100床以下 22 1 4.5 %

④

在宅医療を行った際

輸血の必要を感じたことはありますか？

1 ある 2 ない

回答施設数：302施設

89施設
29.5%

291施設
70.5%

回答数 １回答数 １回答率

①在宅医療実施医療機関 226 66 29.2 %
②介護老人保健施設 19 1 5.2 %
③訪問看護ステーション 35 11 31.4 %
④H24年供給実績あり100床以下 22 11 50.0 %

⑤

利用者のいる自宅で輸血を

行う

患者の意向を聞いたうえ

で、輸血を行う場所を考える

利用者を他医療機関に移し

て輸血を行う

その他

240施設
80%

在宅患者に、輸血の必要があった場合

どのような方法で輸血を行いますか？

回答施設数：300施設

26施設
8.7%

25施設
8.3%

9施設
3%

約10%

⑥
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70% 在宅輸血か病院輸血か？
・患者の状態、意志
・輸血の安全性

在宅輸血のリスクとベネフィット

輸血が必要か？

病院で輸血
・整った輸血実施管理体制
・高い安全性

90％

輸血の必要性
を感じた経験なし

輸血の必要性を経験

在宅で輸血を考慮
・患者の移動が困難
・患者が望む医療

一般診療所

・在宅医療機関の約30%が輸血の必要
性がある在宅患者に遭遇している

・輸血の必要性を感じた在宅医療機関
の約10%が在宅輸血を考慮する

30%

10%

90%

在宅医療施設
⑦ 在宅輸血を行った20施設の

在宅輸血実施時期

0
1
2
3
4
5
6
7
8

3年以内 10年以上前 不明

4
5 5

3 1
1
1

老人保健施設

病院

訪問看護ステーション

一般診療所

(センターにデータなし）

施設数

⑧

過去3年間に在宅輸血を行った施設の輸血実施状況

診療所1 診療所2 診療所3 診療所4
訪問看護

ステーションの利用
有 なし なし 有

使用血液製剤
（全て1名の患者に使用）

RBC :77単位

PC:50単位
RBC：2単位 RBC：4単位 RBC:32単位

原疾患 MDS 老人性貧血 血液疾患 末期の胃がん

検査場所 外部委託 外部委託 外部委託 外部委託

交差適合試験 実施せず スライド法 ？ 外部委託

不規則抗体検査 実施 実施 ？ 実施

感染症検査 未実施 未実施 ？ 一部実施

同意書 取得 取得 取得 取得

製剤保管機器 なし なし なし
家庭用

冷凍冷蔵庫

穿刺 医師 医師 看護師 医師

患者観察 一時退出 一時退出 ？ 一時退出

副作用の有無 軽度のかゆみ なし なし なし

⑨
在宅輸血における課題

○検査は外部委
○交差適合試験ができない
○輸血前後の感染症検査未実施

○保管機器がない
○保管機器が家庭用冷蔵庫
○輸送時は発泡バックに冷媒

○輸血中に一時退出
○緊急時の対応が不十分
○訪問看護ステーションの利用

①輸血検査

②製剤保管

③患者観察

⑩

在宅輸血ガイドライン素案の作成

○在宅輸血調査委員会を設立
○東北6県に対し、アンケート調査を実施
○海外の在宅輸血に関する文献調査

在宅輸血ガイドライン素案を作成

○在宅輸血を行うための課題
○在宅輸血を行う上での条件
○在宅輸血を行う最適なシステム

⑪

ま と め

○山形県内のアンケート調査において、一般診療

所のみならず、訪問看護ステーションを交えた、
在宅輸血の実施がみられた。

○在宅輸血における課題を大別すると、輸血検査、
製剤保管、輸血中の患者観察がある。

○今後、山形県合同輸血療法委員会では、在宅

輸血に対するアプローチとして、「在宅輸血ガイ
ドライン素案」を作成する予定である。

⑫
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第 38 回日本血液事業学会総会一般演題(口演) 

山形県内主要医療機関における血液製剤廃棄率 3 年間の推移 

 

山形県赤十字血液センター 佐藤千恵 
 

 
平成 24 年度より、厚生労働省の血液製剤使用適正化方策調査研究事業におい

て、山形県の廃棄血削減のため、県内の主要医療機関に対して廃棄血に関する

アンケート調査及び医療機関に対する個別の聞き取り調査を行ってきました。

今回、その 3 年間のデータの結果をまとめたので報告します。（スライド①） 
 
調査の対象は、県内輸血用血液供給量上位 26 医療機関で、これで県内供給量

の 9 割以上を占めます。期間は平成 23 年から 25 年の 3 年間です。抄録では 2
年半となっていますが、今回は、今年度の廃棄血に関するアンケートのデータ

を加えて 3 年間としておりますので、抄録の数値とは若干異なります。（スライ

ド②） 
 
これは 3 年間の血液製剤別の廃棄率及び廃棄量の推移です。左が廃棄率、右

が廃棄量ですが、いずれの製剤においても平成 24 年で一旦下がり、平成 25 年

で上がっています。（スライド③） 
 
これは、3 年間の推移を医療機関ごとに、病床数の多い順に並べたグラフです。

その中で、青い矢印は廃棄率に改善が見られた医療機関、赤い矢印は依然とし

て廃棄率が高い医療機関を示しています。これら矢印 7 医療機関に対しては、

さらに詳しい聞き取り調査を実施しました。（スライド④） 
 
廃棄率が年々改善されている医療機関では、このような取り組みがなされて

いました。まず病院全体が連携して廃棄血抑制に取り組んでいる点。輸血療法

委員会で、廃棄になった単位、状況及び金額などを共有することで、廃棄血に

対する意識を高め、それが確実な廃棄血抑制に繋がっているものと思われます。

更に、院内で輸血に関する勉強会を実施することにより、意識向上が図られ、

取扱い不備による廃棄が全くなくなったという医療機関もありました。その他、

輸血のオーダーを麻酔科医が徹底管理することで、過剰なオーダーを抑制した

り、また、血液の在庫状況を院内に周知することで、在庫運用の効率化を図っ

ているというような回答がありました。（スライド⑤） 
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逆に、廃棄率が高い医療機関の状況は、血液センターから距離があり、配送

に時間がかかる、または院内の事情によって、夜間在庫を多めに持っている医

療機関があります。そういった医療機関で、特に廃棄の理由が在庫の期限切れ

による廃棄が多いところでは、在庫数の見直しが廃棄血抑制の有効な手段であ

ると思われます。実際その多くは既に在庫数の見直しを行っていて、在庫を半

分以上削減されたところもあります。また、使用しなかった血液を転用できる

科がない、あるいは全体の使用量が少ないために廃棄のウエイトが高い場合は、

より厳密なオーダー管理が求められると考えます。そして、C/T 比が高い、取扱

い不備による廃棄が多い、輸血勉強会が行われていない、というところでは、

輸血療法委員会をもっと活用して、積極的に輸血に関する情報を発信・共有す

る、といった対策が考えられます。（スライド⑥） 
 

一方、センターでは、血液を速やかに供給するために、血液配送車に GPS（ｸﾞ

ﾛｰﾊﾞﾙ・ﾎﾟｼﾞｼｮﾆﾝｸﾞ・ｼｽﾃﾑ）を搭載して、リアルタイムに配送車の位置を把握し、

効率よく配車するシステムを取り入れました。（スライド⑦） 
 

この GPS 搭載車の配備による廃棄血削減への効果などについて、遠隔地にあ

る 10 医療機関及びセンター供給課職員に対し、アンケート調査を行いました。

（スライド⑧、⑨） 
 
その結果、医療機関では配送時間の短縮は感じられなかったが、供給課内で

は若干の配送時間短縮が感じられた、という回答でした。これに関しては、今

後、配送時間の短縮に繋がるよう、運用方法の検討が必要と考えます。（スライ

ド⑩） 
 
廃棄率が減少している医療機関では、輸血に関する研修会の実施による意識

改革、管理体制の徹底など、積極的に廃棄率削減に取り組んでいました。廃棄

率が高い医療機関では各医療機関の状況に合わせた対策を講じる必要があるこ

とが分かりました。廃棄血に関する調査は今後も継続して行い、GPS に関して

も運用方法を引き続き検討していこうと考えております。（スライド⑪） 
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山形県内主要医療機関における
血液製剤廃棄率3年間の推移

第38回日本血液事業学会総会

平成26年10月31日（金）

山形県赤十字血液センター

学術・品質情報課 佐藤 千恵

①

【目的】 ・各医療機関の輸血用血液製剤の使用状況及び廃棄状況
を把握するため、アンケート調査を実施した。

【対象】 ・県内の輸血用血液製剤供給量の上位26医療機関
（県内供給量の90%以上を占める）

【期間】 ・ H23年～H25年（各1～12月）

【方法】 ・ アンケートフォームをUSBに入れて配付し回答後回収した。

・回答：26施設（回答率96%）

【内容】 ・血液製剤使用量、廃棄量、輸血管理体制及び
廃棄血削減への取り組み状況等

廃棄血に関するアンケート調査概要

②
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山形県における廃棄血の3年間の推移（１）
―血液製剤別－
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③
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病
床
数
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廃棄率
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H23年
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H25年

（％） （単位）

山形県における廃棄血の3年間の推移（２）
―医療機関別－

廃棄量

④

廃棄率が改善している医療機関の取り組み

• 病院の事務職と医療職が連携し、病院全体で廃棄血の削減に
取り組んでいる。

輸血療法委員会の活用

廃棄血抑制の促進

• 院内で輸血に関する講習会を実施し、スタッフへの意識向上を
図る。

取り扱い不備による廃棄血の減少

• 輸血のオーダー及び実施を麻酔科医が徹底管理している。

過剰オーダーの抑制

• 3日分のオーダーの予定を見て赤血球製剤の在庫を調節する。
期限切れ間近の血液製剤情報を院内メールで流す。

在庫運用の効率化

⑤
廃棄率が高い医療機関の状況と対策

• 配送時間や院内の事情により夜間在庫が多い。

夜間在庫の削減

• 使用しなかった血液製剤を転用できる科が無い。
• 全体の使用量が少ないため、 C/T比は高くないが 1単位の

廃棄のウェイトが大きい。

より厳密なオーダー管理

• C/T比が高い診療科がある。
• 取り扱い不備による廃棄が目立つ。
• 輸血関連の勉強会が行われていない。

輸血療法委員会の有効活用

輸血関連情報を積極的に発信

⑥
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車内のディスプレイに
どこに向かえば

良いのかを表示する。

病院により近い

位置にある車で
搬送する。

ＧＰＳによる供給支援システムの導入

血液配送車の位置をリアルタイムでパソコン画面上に表示することにより
即時性のある、効率の良い車両配車が可能になる。

※GPS：Global Positioning System（全地球測位システム）

⑦

【目的】 ・ GPS機能を搭載した血液搬送車を配備したことによる
廃棄血の削減効果について調査する。

【対象】 ・ 置賜地域6医療機関及び最上地域の4医療機関の
輸血部門担当者

・ 山形県赤十字血液センターの供給課職員5名

【方法】 ・ 輸血部門担当者等にアンケート調査を実施した。

・ GPS搭載車導入後の供給状況について聞き取り調査を
実施した。

・ 回答率：100％

【内容】 ・ GPS搭載車導入後の納品時間、院内在庫数及び廃棄率
の変化等

GPS導入に関するアンケート調査概要
⑧

山形センター

庄内出張所

最上地域および置賜地域は
センターからも出張所からも
距離がある。

山形県内主要医療機関
の位置関係

山形市

： GPSに関するアンケート調査を
実施した医療機関

⑨
GPS搭載車導入に関するアンケート結果

【医療機関】

・GPS導入による配送時間、廃棄率及び夜間在庫の変化は感
じられない。

・より正確な搬送時間を伝えてもらえる点は良い。

【血液センター供給課職員】

・高速道路走行時等に連絡するとき、携帯電話を使うために
止まる必要がなくなったため、若干配送時間の短縮が感じら
れる。

今後、供給時間の短縮に繋がるよう、GPSの運用方法について
検討が必要である。

⑩

結語

• 廃棄率が減少している医療機関においては、輸血に
関する研修会の実施による意識改革及び管理体制
の徹底など、積極的に廃棄率削減に取り組んでいた。

• 廃棄率が高い医療機関においては各医療機関の
状況（距離、時間及び規模など）に合わせた対策を
講じる必要がある。

• 廃棄血に関する調査は今後も継続して行うと共に、
GPSの運用方法についても引き続き検討していく。

⑪
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３ 第 106 回日本輸血・細胞治療学会 
東北支部例会 

 
 
○平成 27 年 3 月 14 日(土)、コラッセふくしまにて開催された。 
○在宅輸血に関する一般演題の発表について掲載した。 
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第 106 回日本輸血・細胞治療学会東北支部例会一般演題 

東北地方における在宅輸血の現状と課題 
 

山形県赤十字血液センター 黒田優 

 
 
山形県合同輸血療法委員会では、平成25年度より、厚生労働省が行っている、

血液製剤使用適正化方策調査研究事業により、在宅輸血に関する研究を行って

います。 本年度は、東北 6 県の在宅医療を実施している施設に対して、在宅輸

血に関するアンケート調査を実施し、在宅輸血における問題点を検討したので、

その状況を報告します。（スライド①） 
 
調査対象は、（東北厚生局に届け出をしている）在宅療養支援病院及び在宅療

養支援診療所、東北 6 県で 723 施設。その群の中から「在宅輸血を行ったこと

がある」と回答した施設に、追記のアンケートを実施したところ、21 施設から

回答がありました。 3 つ目に、訪問看護ステーション東北 6 県で 431 施設です。

なお、調査機関は平成 26 年 11～12 月です。（スライド②） 
 
アンケートの回答率です。在宅療養支援病院及び在宅療養支援診療所では全

体で 35.7%、訪問看護ステーションでは全体で 47.1%でした。（スライド③） 
 
アンケートの結果です。 往診又は訪問診療時に輸血の必要性を感じたことが

あるかという質問では、在宅療養支援病院及び診療所では 48.6%の施設が「あ

る」と回答し、訪問看護ステーションでは 50%の施設が「ある」と回答してい

ます。  
在宅医療を行っている施設の約半数で、輸血をする必要に迫られることが分か

ります。（スライド④） 
 
在宅医療を行う際に、輸血の必要を感じた施設の中から、在宅輸血を試みた

施設がどれくらいあるのかを調べた結果です。在宅療養支援病院及び診療所で

は、東北 6 県全体で 11.1%にあたる 252 施設中 28 施設が「ある」と回答してい

ます。訪問看護ステーションでは、全体の 8.2%にあたる 196 施設中 16 施設が

「ある」と回答しました。アンケートを答えた施設の約 1 割が在宅輸血を実施

した経験があると回答をしていると言えます。（スライド⑤） 
 
在宅輸血を行ったことがある在宅療養支援病院及び診療所に対し、在宅輸血
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を行った患者の主な疾患名を聞いた結果です。 最も多かったのが「胃がん」の

4 件です。次いで、骨髄異形成症候群の 3 件。疾患名は分からないのですが「重

症の貧血」が 3 件でした。（スライド⑥） 
 
在宅療養支援病院及び診療所に対して、ABO 血液型検査を実施している施設

について聞いた結果です。62.4%の施設が民間の業者へ外注を行っています。次

いで多いのが、自施設の 16.3%、医師会等の検査サービス 11.6%と続きます。（ス

ライド⑦）  
 
在宅輸血の経験がある施設に、交差適合試験を実施した施設を聞いたところ、

先ほどの ABO 検査と同様に一番多いのが民間業者の 61.9%ですが、ABO 検査

とは逆に、自施設及び医師会の検査サービスとの回答は減り、提携病院への検

査部門への 19.0%となり増えます。 交差適合試験を民間業者、医師会等のサー

ビスへの検査委託が可能かどうかは、地域によって差があるのが現状です。在

宅輸血においては、交差適合輸血を何処で行うかが一つのポイントとなると思

われます。（スライド⑧） 
 
在宅輸血を行う場合、交差適合試験の結果が出るまでの間、赤血球製剤が保

存できる 2～6℃での保管が可能な冷蔵保管機が必要になります。 在宅療養支援

病院及び診療所の冷蔵保管機器の整備状況を見たものでは、65.4%の施設が 2～
6℃の温度管理が不確実な家庭用冷蔵庫を持っている状況です。2～6℃の温度管

理ができる、血液専用保冷庫及び薬用保冷庫を持っている施設は、全体の 32.6%
でした。2～6℃管理ができる冷蔵庫の所有率が、32.6%であることから、診療所

が在宅輸血を試みた場合には、血液製剤の保管が困難な状況が生じると推測さ

れます。（スライド⑨）  
 
診療所から患者宅まで、どのくらいの時間を要するのかを聞いた結果です。  

一番近い患者宅までの時間の全平均は 4.3 分。一番遠い距離にある患者宅までの

平均時間は、全体で 24.6 分でした。在宅輸血を行う際は、診療所か患者宅に血

液を持ち出して輸送することが考えられます。最長の輸送時間が平均で 30 分以

内という結果は、輸送における温度管理考える上で一つの指標になると思われ

ます。（スライド⑩） 
 
在宅輸血を行ったことがある施設に対して、輸血中の医療従事者が不在だっ

た時間を聞いた結果です。在宅療養支援病院及び診療所では 47.6%にあたる 21
施設中 10 施設が、不在の時間が 0 分、つまり不在になる時間は無かったと答え
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ています。更に、訪問看護ステーションにおける回答でも 56.3%にあたる 16 施

設中 9 施設が、不在の時間が無かったと答えています。在宅輸血を行うことを

想定した場合、継続的な患者観察ができるかどうかが、ポイントとなると思わ

れます。（スライド⑪） 
 
在宅輸血を行った際の、医師及び看護師の患者宅の滞在時間を示したもので

す。赤色と燈色が医師の滞在時間を示したもの、青と水色が看護師の滞在時間

を示したものです。医師は、輸血開始から 10 分まで、30 分までの時間に回答

が多く、看護師は、開始から 30 分まで開始から終了までに回答が多く見られま

した。このことから、在宅輸血時には、医師は、輸血後 30 分以内の比較的早い

時期に患者宅を離れ、看護師は、輸血終了時までの比較的長い時間患者観察を

行っている状況が伺い知ることができます。（スライド⑫）  
 
山形県合同輸血療法委員会では、これらのアンケート結果をもとにして「在

宅輸血に関する調査委員会」を設立し、その中で在宅輸血のガイドライン素案

（手引書）を現在作成しております。その際、主な論点はスライドにある 5 つ

でした。（スライド⑬） 
 
まとめです。 東北地方における、在宅療養支援病院及び在宅療養支援診療所

での在宅輸血の実施率は、約 1 割程度であった。在宅輸血における課題を大別

すると、適応及び輸血検査、製剤保管並びに血液製剤の搬送、輸血中の患者観

察があった。（スライド⑭） 
 
演題発表に関連し開示すべき COI 関係にある企業などはありません。（スライ

ド⑮） 
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東北地方における
在宅輸血の現状と課題

第106回日本輸血・細胞治療学会東北支部例会

平成27年3月14日（土）

山形県赤十字血液センター1)

山形県医師会2) 山形県立中央病院3)  山形県立中央病院4)

○黒田優1) 佐藤千恵1) 佐藤勇人1) 清水博1)

大内清則2) 阿彦忠之3) 大本英次郎4)

①
アンケートの調査対象

①在宅療養支援病院・在宅療養支援診療所

青森 岩手 秋田 宮城 福島 山形 合計

施設数 100 96 91 153 189 94 723

青森 岩手 秋田 宮城 福島 山形 合計

施設数 86 88 36 81 89 51 431

② ①で在宅輸血を行ったことがある施設
青森 岩手 秋田 宮城 福島 山形 合計

施設数 5 3 4 2 6 1 21

③ 訪問看護ステーション

②

青森 岩手 秋田 宮城 福島 山形 合計

回答数 35/100 43 /96 37/91 42/153 60/189 41/94 258/723

回答率
(%) 35.0 44.8 40.7 27.5 31.7 43.6 35.7

①在宅療養支援病院・在宅療養支援診療所

③ 訪問看護ステーション

アンケートの回答率

青森 岩手 秋田 宮城 福島 山形 合計

回答数 36/86 42/88 22/36 32/81 45/89 26/51 203/431

回答率
(%) 41.9 47.7 61.1 39.5 50.6 51.0 47.1

③
問 往診又は訪問診療を行った際、輸血の

必要性を感じたことがありますか

ある
48.6%

（123/253)

ない
51.4%

（130/253)

ある
50.0%

（100/200)

ない
50.0%

（100/200)

在宅療養支援病院・診療所 訪問看護ステーション

④

問 在宅で輸血を行ったことがありますか

ある
11.1%
(28/252)

ない
88.9%

(224/252) 

ある
8.2%

(16/196)

ない
91.8%

(224/252) 

青森 岩手 秋田

17.1 (6/35) 11.6 (5/43) 5.7 (2/35)

宮城 福島 山形

12.8 (5/39) 10.0 (6/60) 10.0 (4/40)

「ある」の回答率(%) 
青森 岩手 秋田

8.6 (3/35) 5.0 (2/40) 9.5 (2/21)

宮城 福島 山形

9.7 (3/31) 13.3 (6/45) 0.0 (0/24)

「ある」の回答率(%) 

在宅療養支援病院・診療所 訪問看護ステーション

⑤
問 在宅輸血を行った患者の主な疾患名

在宅輸血を行ったことがある施設(21施設)

疾患名 数 疾患名 数

胃がん 4 子宮頸がん 1
骨髄異形成症候群 3 子宮頚部リンパ節転移 1
重症貧血 3 乳がん 1
膵臓がん 1 左下顎部黒色腫 1
大腸がん 1 悪性腫瘍 1
消化管悪性腫瘍 1 腎性貧血 1
出血性胃潰瘍 1 鉄欠乏性貧血 1

⑥
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自施設

民間業者へ外注

提携病院の検査部門

医師会等の検査サービス

行っていない

11.6%
(30/258)

8.9%
(23/258)

回答施設数：258施設

62.4%
(161/258)

4.7%
(12/258)

16.3%
(42/258)

問 ABO血液型検査は何処で行いますか
在宅療養支援病院・在宅療養支援診療所

⑦

自施設

民間業者へ外注

提携病院の検査部門

医師会等の検査サービス

行っていない

9.5%
(2/21)

4.8%
(1/21)

61.9%
(13/21)

19.0%
(4/21)

4.8%
(1/21)

問 交差適合試験は何処で行いましたか

在宅輸血を行ったことがある施設(21施設)

回答施設数：21施設

⑧

血液専用保冷庫

薬用保冷庫

家庭用冷蔵庫

保有なし

65.4%
(168/257)

回答施設数：257施設

26.8%
(69/257)

4.3%
(11/257)

5.8%
(15/257)

32.6%

問 保有している冷蔵保管機器は何ですか
在宅療養支援病院・在宅療養支援診療所

⑨
問 最も近距離及び最も遠距離の在宅患者を

訪問する場合の自施設からの所要時間
在宅療養支援病院・在宅療養支援診療所

最短時間の平均（分）
（最小～最大）

最長時間の平均（分）
（最小～最大）

全平均 4.3 (1~20) 24.6 (5~90)
青森 4.0 (1~15) 23.9 (15~60)
岩手 3.8 (0.5~10) 21.7 (5~60)
秋田 4.4 (1~20) 25.0 (8~60)
宮城 4.3 (1~20) 26.6 (6~60)
福島 4.5 (1~20) 22.7 (5~60)
山形 4.5 (1~20) 28.6 (8~90)

⑩

10

1

5
4

0
1

9

2

0

3

1
0

0

2

4

6

8

10

12

0分 1時間 1.5時間 2時間 2.5時間 3時間以上

不在時間 （在宅療養支援病院・診療所の回答）

不在時間 （訪問看護ステーションの回答）

問在宅輸血中に医療従事者が不在だった時間
（在宅輸血を行ったことがある施設）

（回答数）

47.6 %(10/21)

56.3%(9/16)

⑪

2

6

10

2

0

2

3

9

3

1

0 0

1

3

6

8

3 3

0 0

6

5 5

2

0

2

4

6

8

10

12

0分
未実施

開始～

10分まで

開始～

30分まで

開始～

終了まで

終了時 開始～

終了後30分まで

医師滞在時間（在宅支援診療所・病院の回答）

医師滞在時間（訪問看護ステーションの回答）

看護師滞在時間（在宅支援診療所・病院の回答）

看護師滞在時間（訪問看護ステーションの回答）

問医師及び看護師の患者宅滞在時間
（回答数）

⑫
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○在宅輸血の適応（疾患、条件等）をどうするか？
○交差適合試験を行う最も最適な施設どこか？
○ 2～6℃の管理保管を行う方法は？
○ 2～6℃が保てる輸送方法は？
○継続的な患者観察行う方法は？

在宅輸血に関する調査委員会

在宅輸血のガイドライン素案（手引書）

在宅輸血のガイドライン素案（手引書）の主な論点
⑬

ま と め

○東北地方における、在宅療養支援病院及び在宅療養支援
診療所での在宅輸血の実施率は、約1割程度であった。

○在宅輸血における課題を大別すると、適応、輸血検査、製剤
保管、血液製剤の搬送、輸血中の患者観察があった。

○アンケートの結果をもとに、山形県合同輸血療法委員会で
は、今年度中に在宅輸血に対するアプローチとして、「在宅
輸血のガイドライン素案（手引書）」を作成する予定である。

⑭

第106回日本輸血・細胞治療学会

東北支部例会 CIO開示

筆頭発表者名：黒田優

演題発表に関連し開示すべき

COI関係にある企業などはありません。

⑮
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ま と め 

 
 
○山形県内の血液供給量上位 25 医療機関における、平成 25 年 1 月～12 月の平

均血液製剤廃棄率は、全製剤では 4.37%、赤血球製剤では 4.82%、血小板製

剤では 2.04%及び血漿製剤では 7.35%であった。 
○平成 23 年～25 年の 3 年間で血液製剤廃棄率のグラフは V 字型に推移してお

り、その要因として使用量及び廃棄量の推移の仕方が相反していることが挙

げられた。 
○配送時間が長いほど医療機関の事情（「在庫の期限切れ」及び「手術準備血の

不使用」）による廃棄の割合が高くなっていた。 
○山形県内の各医療機関においては積極的に廃棄血削減対策に取り組んでいる

ところであり、今後も継続的にデータを蓄積し、分析していくことによって、

廃棄血の更なる削減に資するものと考える。 
○GPS 搭載血液搬送車の情報を有効活用する方策として、血液製剤搬送のリア

ルタイムな情報提供システムを構築すべく、その情報提供手段について検討

した結果、経済性及び操作性等に優れるという理由から Blog を選択すること

とした。 
○東北地方における在宅輸血のアンケート調査では、在宅医療を行っている医

療機関のおよそ 5 割が在宅医療を行う際に、輸血の必要性を感じており、実

際に在宅輸血行ったことがある在宅医療施設は、全体のおよそ 1割であった。 
○在宅輸血においては、在宅輸血の適応及び輸血関連検査、血液製剤の保管、

輸血中の患者観察並びに副作用発生時の対応などの輸血管理体制が十分では

ない状況が見受けられた。 
○東北地方における在宅輸血のアンケート調査を基にして「在宅輸血に関する

調査委員会」において作成した「在宅輸血のガイドライン素案（手引書）」で

は、以下の事項を提唱した。①急性期に在宅輸血の適応はなく、少なくとも 1
回は病院で輸血を実施し、重篤な副作用がなかったことを確認する。②「在

宅輸血ケースカンファレンス」を行う。③輸血関連検査については、提携病

院での実施を第一選択とする。④ 医療機関から患者宅への血液搬送は、発泡

スチロールに冷媒を入れた方法が望ましく、血液搬送冷蔵庫（ART）の利用

も考慮する。⑤在宅輸血実施の際は、患者家族である「輸血付き添い人」を

置く。⑥ 在宅輸血においては、医療コーディネータ等の人材育成が必要であ

る。 
 




